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1 研究の目的
近年，WWW検索エンジン等の情報検索システムが

広く利用されているが，関連性の低い文書を完全には
排除できない，検索結果文書の構造化がなされないな
どの問題がある．その解決策の根幹をなすものが複数
文書間の関係を考慮した重要語抽出であるという観点
から，本研究では，複数文書の類似構造を文書中の語
の重要度に写像するという新しい手法を確立すること
を目的とする．これに基づき，検索文書の要約，及び，
情報ナビゲーションのための情報提示に関する技術を
開発し，利用者が真に必要とする情報を情報検索結果
から効率良く選択するための情報提示技法を検討する．

2 手法
上図は想定する利用者インタフェースの概要である．

文書の分類整理部分には，動的なクラスタリングに基
づく利用者インタフェースである Cutting らの Scat-
ter/Gatherを想定し，利用者との対話により検索対象
を絞り込むことを考える．この時，如何にして有用な情
報を利用者に提示できるかが重要である．我々は，分類
整理された文書グループに対する適切な説明記述 (キー
ワード) の生成と各文書に対する適切な要約の生成が
必要不可欠であると考えている．キーワードの適切さ
は，そのグループにおいて特徴的であることのみなら
ず，他グループとの違いを際立たせることも重要な観
点となる．要約生成では，要約文書と検索質問との間
の関連性判定が原文書における関連性判定に一致する
度合が適切さの尺度となる．
本研究では，キーワードならびに要約の生成におい

て，検索文書群の間の類似構造というマクロな情報を，
文書内の各語の重みというミクロなものに射影する新
しい技術を共通基盤として活用する．具体的には，ま
ず，表層的類似性により検索文書を階層的クラスタに
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分類し，文書間の類似性構造を抽出する．次に，クラ
スタ中の各語について確率分布を調べ，そのクラスタ
の下位分岐構造と整合性の高い語に高い重みを与える．
特に，その重みに情報利得比 (IGR)を用いる点が新し
い．この IGR値は，各語・各クラスタ毎に算出される
ので，その値の統合手法により，提示するクラスタ構
造の詳細度に応じた重みづけができる．これを TF値，
IDF値等，従来提案の語の重要度と組み合わせ，総合
的な語の重みを得る．

3 関連研究
検索結果文書の要約には，従来手法として，Tombros

らの 検索質問に基づくバイアス法がある．しかし，各
種フィードバックや検索要求の拡張など検索エンジン
における工夫の結果が反映されない．一方，本研究で
は，検索要求文を使わずに，検索文書集合のみを用い
て語の重みをつけるので，この問題は生じない．
また，本手法は文書の分類・整理も同時に行なわれ，

なおかつ，整理された構造間の特徴量として重要語を
求めることができる点でも注目に値する．各クラスタ
毎に語の重みづけがなされるので，クラスタ毎に適切な
重要語を選択し，説明記述を生成できる．一方，Eguchi
らの研究や Fukuharaらの手法など従来手法において
は各クラスタの内部の語の分布だけを見ている．

4 期待される成果
本研究の成果により，検索結果文書を，適切なキー

ワードの下に分類・整理をするとともに，必要に応じ
て原文書の要約を提示することにより，利用者に効率
よく提示する手法が確立される．これは，情報検索シ
ステム等の大規模・多利用者システムのみならず，電
子メールの知的整理システム等，個人利用システムに
おいても，インタフェースの質的向上がなされ，利用
者の負担が軽減する．


